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はじめに
小論では経済政策の担い手について考察することが眼目である。経済政策の
担い手は，民主国家のもとで自由主義と資本主義経済体制を背景として，一般
に経済政策の目的を策定し，その実現を目指して適切な政策手段を投入しなが
ら経済政策の実践を図っている。この考察は，経済政策の担い手すなわち経済
政策活動の主体（政策主体）とは何であるのか，経済政策の担い手の類型，機
能，秩序機構はいかなるものであるのかについて，経済政策の担い手の本質的
性質及び経済秩序との関連性という視点から明らかにしようとするものである。
さらに，この考察はそれを踏まえて，経済政策の目的設定にあたって経済政策
の担い手が多数存在する場合には，どのように調整しながら政策目的の決定と
政策手段の選択を行うのか，その際の前提条件として肝要な調整をいかにして
行うのかについても明らかにしようとするものである。この意味で，小論は一
つの「経済政策主体論」の展開を試みようとしたものである。
この試みにあたって，まず第 l節では経済政策の担い手の概念規定を代表的
な論者の見解で説明する。第2節では，経済政策の担い手である国家の経済政
策活動の尺度，本質的機能とそれに伴う国家目的，国家権力と経済政策の担い
手の権能などとともに，その秩序機構を考究する。第3節では，経済政策の担
い手ともなる組織集団ないし結合の概念，類型，機能及び影響，経済的結合の
類型と機能，経済政策の意思形成における結合を考究する。第4節では，経済
政策の多数の担い手の調整問題について基本的なことだけを考える。
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第 1節経済政策の担い手の概念
経済政策の担い手すなわち経済政策活動の主体（政策主体）の概念は， ここ
では，次の代表的な論者の見解で捉える。これらの諸見解に共通したことは，
概して経済政策の担い手の概念と具体的な内容を説明していることである。
まず最初に，オーム（H.Ohm）の見解によれば，経済政策の担い手とは，
「経済政策活動を発展させる手段を把握し，その遂行をもたらせる機関である1
ことがわかる。この言い回しは，経済政策を行う機関が決定した政策手段を遂
行するのに用いたものであり，他の下位に階序づけられた機関，あるいは特別
な委任機関，すなわち，その機関の導いた方向づけが経済政策活動の実現に影
響を与えることを表わしている。
オームはそのように概念規定した経済政策の担い手の活動を極めて狭く，経
済政策の「決定段階」に限定している。その際，オームは経済政策の決定とい
う要素を経済政策の担い手の内容を説明するために必要な構成要素とみなして
いる；従って，オームは結合（団体，組合など）及びその他の利益集団にその
要素を付与するだけでなく，むしろ固着させ，経済政策の担い手の活動は特に
経済政策の計画段階において「影響を与える活動Jであると考えている。この
ような決定を実施する状態に置くための広範な判断手段として不可欠な要因は
結合ないし組織集団それ自体の「勢力jである。つまり，経済政策の担い手を
広義に概念規定した場合の「結合jないしその他の利益集団を含む「組織集団」
が正常な政策決定の枠外からも利益を追求するために必要な勢力である。
オームはまた最高の行政機関である国家が立法と法律の実施と管理などのた
に発揮する能力を経済政策の意志力とみなすので，経済政策の担い手の概念規
定を広狭二様に峻別すれば，オームの狭義の概念規定には国家の経済政策活動
が含まれていることになる。
ピュッツ（T.p首tz）も，「拘束力のある規約を免除する力すなわち国民のあ
る特定の経済活動を拘束する力を持つ国権を経済政策の担い手が行使する場合
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の判断根拠を求めれば，国家においてのみ行政を通じて具現する経済政策の自
律的な担い手の本質的な決定要因が見られる］）と述べて，経済政策の担い手は
国権を持つ国家であると概念規定している。これは狭義に捉えた場合の経済政
策の担い手の概念である。
ピュッツもまたオームと同様に，現代の国家観を「多元的国家J，社会全体
を「多元社会」と捉えて，経済政策の担い手の概念を広義に把握している。こ
のことは，ピュッツが「経済的結合（連合，同盟，組合，協会，団体など）は
主務官庁からの公的法的な全権委任を受けて，あるいは経済政策の高次の権力
を部分的に付与されて国家の経済政策の『共同担当者Jになるであろうし， ま
た自らが求める利益を代表して経済政策の『自律的で部分的な担当者』となる
であろう1と考えている点にはっきりと表わされている。
シャツハトシャーベル（H.G. Schachtschabel) も経済政策の担い手の組織
が国家であるか否かという視点から経済政策の担い手の概念を広義に捉えてい
る。「一般に，経済政策の担い手は政策目的を設定し，その実現のために適合
する施策と手段を決定し，あるいはそれに影響を及ぼしながら，経済政策活動
を展開するあらゆる国家的組織と非国家的組織である。中央集権国家では，経
済政策の担い手の数は比較的少なく，概観できる。連邦国家では，憲法に基づ
く団体の組織によって条件づけられるが，結合のように現存する機関や集団に
よっても条件づけられる多種多様な経済政策の担い手が存在するJ このよう
な概念規定をピュッツに倣って拡大解釈すれば，まさに「多数の中央集権的な」
経済政策の担い手と「地方分権的な」経済政策の担い手がいる）とも言える。
クリューガァ（R.Kriiger）は，「経済政策の担い手である国家とともに，法
治国家の民主政治では広範に委任された固有の権力を持ち，経済政策の手段の
辛抱強い担い手が存在するという事情を考慮して，経済政策の担い手として高
次な担い手と非高次な担い手を区別している。」
この高次な担い手となるものは国家であると考える論者には，例えば，ナヴイ
アスキーがおり，北野熊喜男先生がおられる。
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ナヴイアスキー（H.Naw阻止y）は，国家を「国家固有の目的を実現するた
めに広がった最高の人的結合jと規定している。そのため，国家の組織は「強
制的な法律力を付与して必要な行動を規定する。」
北野熊喜男先生は，「経済政策の主体を国家とその代行機関に限定するのが適
当であるとおもうjと概念規定されて，「この際，最も重要なことは，この経済
政策の主体としての国家の性質と能力を厳密に科学的に検討するということで
ある」と述べて，国家を厳密に分析し，その性質と能力の限界を後述したよう
に明白にしておられる。
ゼラフィーム，ピュッヒヤア，ホッフマン，アルニム，マインホルト，ツイツ
ンなどの論者も，広義の経済政策の担い手の存在を肯定し，それに含めること
ができるのは「組織集団jないし「結合」であると異口同音に述べている。
ゼラフィーム（H.1. Seraphim）は，「狭義の経済政策の担い手としての国家
は，特定の課題を達成するために創出された公的法的な連合，連盟，協会など
と同様に，国家のもとに階序づけられた部分領域（州，市町村，共同体，共同
体の結合など）を内包するものと言える」と解釈した概念を示している D それ
らの担い手は諸法律で委任された高次の国家権力に関わるものである。これに
対して，広義では，ピュッヒヤア（R.Biicher）のように，政党，団体のような
「組織的な総体」も含めるという見方もある。
ゼラフィームはまた，「経済政策の担い手は必然的に経済的に（場合によって
は経済外的にも）権力の担い手でなければならないJと述べている。つまり，
経済政策の担い手は法的に規定された根本的な地位を持っているが，一つの機
関，一人の人あるいは一つの組織集団ないし結合がそのような地位を占めるこ
とは現状ではまだ無理であるというわけである。しかし，それらの組織集団な
いし結合が経済政策の意思形成や決定において大きな影響力を及ぼす存在になっ
てきていることは否定できない。
このような見解はホッフマン（W.G. Hoffmann）も表明している。
アルニム（H.H. von Arnim）は，「経済政策の担い手は・・・会議，政府，
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中央銀行であり，・・・広義の経済政策の担い手にはその他の経済的権力を持つ
担い手，すなわち，『議会に至る以前の機会Jにそれらの担い手の意思形成にか
なりの影響を与える多数の経済的結合も含まれる」という概念を示している。
この概念は，他の論者の言葉で表現すれば，経済政策活動において国家（政府
の意味）の行動と国家の中で下位に階序された結合（組織を持つ集団） とが広
義の経済政策の担い手になり得るということになる。多数の自己救済的な結合
及び国家的機関が経済生活に環境を及ぼす非国家的な組織の存在意義を認識し
ている場合にやはり主張することができる概念である。現代の「全員社会」な
いし経済社会では，事実上常に国家とともに，非国家的な公的・法的性格の機
関も国家の経済政策の意思形成に関与している。
国家が国民の政治的な存在形態として強い仲介的な結合の内部だけから， ま
た政治的法的主権を要求して国家形態を維持できるものである。これに対して，
国家よりは下位に階序づけられた公的法的な結合は国民と経済に広範な影響を
与えることができる。それほど大きな勢力を持った諸国体などの結合が存在す
る国家の中の勢力集団は，例えば，マインホルト（W.Meinhold）によれば，
「特定の領域に政治的な中間結合を形成し，政治権力に占めるその強さあるいは
存在意義に従って要求する。それによって，国家権力は際限なく説明され，国
家全体に進路を開くので，この仲介的な権力の政治的効力を憲法上もはや無視
できなくなっているコ このような非国家的で集団的な結合（政党，労働組合
など）も本来の利益をめぐって闘うわけであるが，非国家的な担い手も経済政
策を行う D それは無条件ではなく，特定の経済政策でもない。本質的に経済全
体の利益が全面に出るからである。この非国家的な担い手も民主国家のもとで
は経済政策の担い手とみなす必要がある。
ツイツン（K.G. Zinn）によれば，「経済政策の担い手は経済政策関連主務官
庁の事例で明確に区別すべきものであり，例えば，カルテル，貿易，産業，厚
生に関する主務官庁が該当する。しかも，これらの担い手は経済政策の所与の
方向づけや所与の政策目的と結びつき，結果的に自由裁量の活動余地があるに
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すぎないojそこで，ツイツンはそれらの担い手をテインベルヘン（J.Ti伽・gen)
に倣って実施，計画，決定，協議などに関わる主務官庁で区分している。それ
らの担い手は根本的にはある特定の経済秩序の計画や構想を策定しているから，
そのような担い手の区分も当然考えられる。
さらに，ツイツンは「経済政策とは権力の行使を意味する。その時々の経済
政策の担い手は権力の担い手で、あるオと概念規定する。 「このことは，経済秩
序ないレ法の枠組み 経済組織の中で認知されている。民主政治のもとでは，
経済政策の担い手はその経済政策活動において直接的間接的に民主的な公認と
統制を基礎としている。そのため，経済政策の担い手と経済政策上の権力行使
の公認問題は民主的な権力行使の一般的な保証問題と同義である」ことになる。
メーラァ（F.Mehler）は，「経済政策の担い手を評価する場合の根拠は，権
力の形式的基礎にあるのではなくて，経済的に重要な手段を誘発する状態ある
いはその手段を遂行できるようにさせる状態に置く実際の権限や権力にあるう
と述べている。このようなメーラァの見解によれば，権力が実際の経済政策の
形成に及ぼす確かな影響こそが決定的な判断根拠となる。
シュナイダァ（K.H. Schneider）は，経済政策の実証分析において経済政策
の決定の際に共演する俳優（経済政策の担い手）全員のまとまりを把握するた
めには，経済政策の担い手の伝統的な領域よりも二つの概念すなわち「経済政
23) 
策の俳優と諸機関」を選ばなければならないと考える。このシュナイダァの考
え方によれば，経済政策の担い手を意味する俳優は誰が権力を自由に駆使でき
るのかという場合にのみ存在する。機関は俳優の活動範囲とある特定の活動規
則を確定するものとなる。この場合，その時々の機関の構造はどのような権力
関係が一般にあり得るのかを決定するものである。その権力を行使するために
駆使できる方法は，すでにマックス・ヴェーパァ（MaxWeber）が述べている
24) 
ように，経済政策の担い手にとって重大な権力の基礎となるに違いない。
ここで記述した「機関」において，経済政策の担い手（シュナイダァの言葉
を借りれば，俳優）が人として行動することは看過できないと考える。この点
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については，例えば，レーパァ（B.Rるper）が主張した見解があるからである。
すなわち，「経済政策とは野心があって多かれ少なかれ成功と権力を渇望し，つ
いでに極度に怠惰なあるいは職務に疲れた人々を表わし，一ーまた単なる少数
のパラメーターを要求し，反応するいかなる装置もないことを表わすものであ
るjと比験的に考えた見解があるからである。
経済政策の担い手は「国家」であることには変わりがないというのが代表的
な論者だけでなく，多くの論者の考え方である。この考え方は経済政策の担い
手の概念を狭義に捉えたものであるが，現代の国家の多元社会では経済政策の
担い手の概念を広義に捉えることも必要になってきている。確かに，国家の経
済政策の意思決定に何らかの形で影響を与える組織集団ないし結合が現存する
ことも明らかである口そのような「組織集団Jないし「結合j も民主国家にお
ける経済政策の担い手になり得ると考えることができる。
この意味で，経済政策の担い手である国家と組織集団ないし結合については，
それぞれ第2節と第3節においてさらに客観的に論及していく必要がある。
第2節経済政策の担い手である国家
経済政策の担い手である国家については，様々な記述の仕方が考えられるが，
ここでは，次の方法論で記述している。まず第一に，国家それ自体の本質を説
明する。第二に，国家の経済政策活動の尺度ないし基準を考え，第三に，国家
の本質的機能を説明する O 第四に，国家の経済政策活動の秩序機能を考える。
第五に，国家それ自体ではないが，国際的な経済政策の担い手あるいは超国家
的な経済政策の担い手を列挙する。
1 国家の本質
国家の本質は何か。この根本問題については，経済政策の担い手である国家
の本質的特徴と能力の限界を明白にされた北野熊喜男先生の見解に依拠して要
点のみ説明する。先生は国家の本質的特徴と能力の限界を次の五つの視点から
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厳密に分析されている。
① 国家は最も有力な社会集団である。集団には広狭二様があるが，国家を
はじめ，家族，会社，学校，協会などは狭義の集団，つまり，「明確なる統一的
団結，すなわち成員相互の結合のみならず集団全体への積分的団結を持ち，持
26) 
続的性質をもっ人びとの集結の状態を指す」ものとして捉えるべきである。
② 国家は本質的にかつ根本的に自生的集団であり，地縁的集団である。「国
家を国家たらしめているものは一般に地縁的結合である。一一地域を基礎とす
幻）
る団結なくして，およそ国家はありえないであろう。J
③ しかも国家は地縁的全員的集団である。 「それは一定地域に居住する人
びとの全員の統一的団結である。一一国家が全員社会であることは，それが全
体社会であるということではない。 『全体社会Jは密接な相互連絡をもち，比
較的封鎖的自足的な範囲を形成している一切の人的結合のすべてを包括するも
のであるが，『全員社会Jはただ一定範囲の全員の結合のうえに成り立つという
にとどまり，それらの結合する人びとはもとより，彼らが別に形成している他
の多くの部分的集団をも包括するものではない。国家は一一全体社会のうちに
あって，他の種々なる地縁的，血縁的，目的諸部分集団や， さらに一切の微分
的連結的人間諸関係のすべてとともに，いわゆる全体社会を構成する特殊な部
分的集団の一つであるにすぎない。これこそがまさにいわゆる多元的国家観の
28) 
社会的基礎にほかならない。」
④ さらに，国家は組織的集団すなわち組織体である。 「国家は高度に組織
された，すなわち，計画的に按排配列された人びとの協働の常規的編成をもっ
ところの，組織的集団すなわち団体である。国家はその集団的意志の決定と執
行に関し，いわゆる立方的，行政的に，また司法的，警察的および軍事的その
他の諸機能に関して，複雑な機関の系統を制度化している。国家はきわめて複
鈎）
雑な組織をもっ団体にほかならない。」
⑤ 最後に，国家は統制的集団であり，強制組織体ないし権力組織体である。
このことは，何よりも，「国家がもともと自己の統制権力を，権力それ自体のゆ
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えに追及し，拡大強化せんと欲し，結局最高の，または独占的権力保持者たら
んとする内的要求をもつことによっている。一一国家はできうるかぎり，他の
一切の集団をも自己の統制下におかんとするものであり，他の集団の存立その
ことすら，自己の認めるかぎりにおいてのみ言志めようとするのである。そうし
て事実上今日においては，一一国家がこのように権力独占の要求をもち，他の
30) 
社会を自己の部分として包括するというのではない。jと同時に，その要求が
「つねに十分に表現されているとみることもできない。事実上，国家はつねに他
の国家の権力に限界づけられ，また同一全体社会内部にあってすら，国家以外
に幾多の部分的諸集団が成立し，それぞれなんらかの統制力をもち，進んでは
国家権力にその作用を及ぼしている事実を否定することがで、きないJ
国家はこのような本質と限界を持っている。国家機能には様々な歴史的消長
が認められるが，国家機能の核心が国家の強制作用のうちにあることは否定で
きない。この点からみても，国家の強制作用はその本質から生じているもので
あるが，それには限界のあることがわかる。
2 国家の経済政策活動の尺度ないし基準
国家（政府と同義にみなす）の経済政策活動は，国家がその領域内で最高の
決定権を持った政策活動である。国家の本質からみたとき，国家は経済政策の
最も強力な担い手であるが，最後の決定領域から国民の政策的な意思形成を通
じて，あるいは全体社会ないし経済社会の具体的な状況から，例えば，国際収
支の黒字や赤字，失業，天災，外国為替の変動などから，行政及び経済政策活
動の衝撃を受ける。そのため，むしろ国家は経済政策の作用を考慮する場合，
部分的利害，物的な顧慮，時間的先見から離れ，経済全体の展望に立ち，あら
ゆる利益の間の多様な相関関係を考慮に入れている。
国家が経済政策を決定する自律的な担い手であり，全体社会ないし経済社会
の秩序機構において特殊な地位が手に入るのは，次のような大別して二つの尺
度ないし基準に基づいていると考える。
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(1) 国家が組織的集団かっ強制組織体として「全体社会」の中で国家機能あ
3) 
るいは公的機能を行使するために必要な最高の政治権力は国家に帰属している己
この「国家権力」という本来のしかも本源的な支配権には，国家の場合に取り
扱われた経済的な権力の立場も含まれている。その際，国家が設定する最上位
の経済政策の目的は，経済政策に関する特定の支配的な政治権力の形成であり，
高次の経済政策の目的設定である。国家は最上位の経済政策の担い手として自
ら意のままになる政治権力と経済的権力を持つ特殊な地位を維持している。国
家はその経済政策の意思を遂行するために，立法，司法，行政に対して国家の
強制的な手段を投入できる。確かに，マックス・ヴェーパァが指摘したように，
34) 
国家は「独占的行政的で物体的な強制Jを意のままに行使できる権力組織体で
ある。
その反面，「行政国家J論で強調されているように，国家にはその経済秩序の
枠内で作用している主務官庁という「機関」ないし行政官僚を中心とした行政
機構や経済的結合のほかに，いわば非国家的な経済政策の担い手がいる。これ
らの担い手は，経済秩序の枠内で経済政策を策定し，実践する主務官庁で働く
ことができる。つまり，「国家はこの機関に経済政策の課題の実行を任せること
ができる。このような経済政策の課題の全権委任から生じる権力は国家や民主
主義の原則を反映していない。しかし，それに相応して全権委任された権力の
35) 
監視もその全権委任の保証も確保されなければならない。」
(2) 国家は他の特殊な経済政策活動のほかに，やはり他の方法の義務，例え
ば，国内外の多種多様な秩序を保証する義務がある。この義務を果たすために
必要な国家の社会的・文化的な行動計画やこれらの計画なども包括した広範な
経済政策の諸目的を束ねることができる社会的・技術的な行政組織及び政治組
織は国家に帰属していることを見落とすことはできない。国内の多様な課題だ
けをみても，法律の庇護，権力の庇護，社会福祉事業，国民厚生の要求，政治
的誘導などとともに，文化の保護，スポーツの振興などの多種多様な課題は，
国家の視座からみれば，経済政策の決定段階では最高の段階に並列し，その実
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現可能性を模索すべきものである。しかし，国家の能力には限界がある。国家
が「全員社会」あるいは国民経済の潜在能力の範囲内でそれらの多種多様な課
題を政策目的にまで高め，その目的実現のために投入した手段は，国家の意の
ままにならず，限定されているので，国家としてはいま何が重大で、あるのか，
その時間的物的緊急性に基づいて優先順位あるいは階序づけを行うことによっ
て，また経済的・財政的な実現可能性を否定することによって，国家への多種
多様な要求を階序づけるべきである。そのため，多様な政策目的の束の中で一
致しない目的の基準にも現実可能性の問題が生じてくるので，多様な政策目的
の優先順位の決定とともに，政策目的とその実現を図るための政策手段との競
合も避けることはできない。
これらの優先順位あるいは階序づけはあくまでも国家の本質的機能を基底と
した国家観に基づく国家目的に応じて決定されるべきものである。この意味で，
国家が果たしている本質的機能について考究をさらに進めていく必要がある。
3 国家の本質的機能
国家はその本質や経済政策活動の尺度ないし基準をみても経済政策の担い手
であるとみなされている。既述の意味においても，国家が経済政策の担い手
（政策主体）の中核的存在であることにはあまり多くの異論はない。国家の機能
については歴史的消長があり，何を基本的あるいは一次的とみるか，何を付随
的あるいは二次的とみるかについても，また諸説が分かれている。ここでは，
国家はどのような本質的機能を発揮しているのかについて，次の四つの視点（1)
～（4）から考える。これらの視点は，国家の根本的な本質と本質的な機能とそれ
に伴う国家目的，経済政策活動の尺度だけでなく，経済政策活動の実践にとっ
て重要なことである。
(1) 国家の目的と経済政策の管轄権
国家は既述のように強制組織体であるから，全員社会あるいは多元社会の中
で経済政策の多数の担い手の最小の形式的な勢力を収奪することがあり得ても，
一37(321）一
国家は経済政策の担い手として強制的な立場あるいは支配的な役割から排除さ
れることはなく，むしろ経済政策の優位な最大の担い手になる本質と決定力を
備えている。国家は一般的な利益の代表者であり，何らかの尺度ないし基準に
基づいて主権を持づ結合であると言える。
国家の目的はいわゆる国家観にみられる「普遍的な国家目的jを通じて明ら
かにできると考える。また，国家目的の設定とその実現に関連した経済政策の
管轄権は強制組織体という国家の本質から設定されたものとみなすことができ
る「法的枠組みの形成」を促進することであると考える。
① 国家の目的の普遍性
大抵の国家論の議論は，一般的な国家論として必然的に哲学，社会学，法学，
歴史学などの領域にも幅を広げている。国家が（ア）観念として，（イ）社会的事実
として，（ゥ）法的概念として，「ある特定の領域で定住した人々の本源的な支配
が付与され，組織された団体を表わし，オ普遍的な目的を指示することについて
はナヴイアスキーとマインホルトは「包括的な実際生活に適した共同社会の目
的」と名づけている。
普遍的な国家の具体的な内容に関する問題は，次のような国家観に基づく国
38) 
家論の国家目的に関わっている。（i）などの記号は国家観の類別記号ではなく，
単なる記号の列挙にすぎないことをおことわりしておきたい口
(i) 全体主義的国家観による国家目的
道義論一一例。ヘーゲル（G.W. F. Hegel）の道義目的論。ヘーゲルは，国
家こそが共同生活を完成するものであり，それこそ「最高の道義の具現者jで
あるという全体主義的国家観に基づく国家目的を提示した。
(i) キリスト教的国家観による目的
宗教諭一一例。シュタール（F.J. Stahl）のキリスト教国家論。
ω 個人主義的国家観による国家目的
社会名目論一一例。ロック（J.Locke）の社会契約説。ロックは社会が個人
の自由な契約によって形成されると考え，国家は個人の生命， 自由，財産の保
-38 (322) 
護を司るという国家目的を提示した。
夜警国家論一一例。スミス（A.Smith）の夜警国家観。スミスは，国家を合
理的な第三者であり，中立的調停者となるために民主的に選ばれた担い手とし
て理想的に捉え，国家は警察，軍事（国防）を司るという国家目的を示した。
幸福・効用論（功利論）一一例。厚生経済学D
法治国家論一一例。カント（I.Kant）の法治国家観。カントは法と正義の確
保，すなわち，裁判，警察を主な内容とする治安維持こそが国家の本質的な目
的であると唱えた。
階級国家論一一例。マルクス（K.Marx）の階級国家観。マルクスは，資本
の利害と労働の利害が必然的に階級対立し，結果的には資本に奉仕するという
論理に基づいて，国家の本質的機能は階級搾取の持続的組織であることに存在
すべきであると考え，国家形成の目的は主として物資的利益を獲得することで
ると指摘したD
征服国家論一一例。オッペンハイマァ（F.Oppenheimer）の征服国家観。オッ
ペンハイマァは，社会学的国家観に立脚して，国家が典型的に征服によって成
立する場合でも，征服者集団と被征服者集団があり，特に征服者集団の強大な
共同社会的団結が必要であるから，この共同社会的基盤を前提にしてはじめて
国家の支配的強圧組織の存続が可能になると考える。このことから，国家目的
はその支配的強制の組織を存続させることであると解釈できる。
川相対的国家観による国家目的
相対的国家目的論一一これは（i ）と（社）のいわば絶対的国家目的観に対応す
るものである。例。イェリネック（G. Jellinek）の相対的国家目的観。イェリ
ネックは，国家目的を三つに大別して，権力目的（内外に対する国家の自己存
立のための実力行為），法目的（法律の制定，維持及び発展），文化目的（経済，
交通，その他の福利施設，精神文化の促進）に分けている：
(v) 北野熊喜男先生の国家機能論と国家目的論を峻別した国家観？先生は，
理念的に国家に求められるべき規範的目的論と現実の歴史において国家が実現
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しつつあるとみなされる客観的現実的機能に注目し，その本末を冷静に観察す
ることによって，国家機能を四つに大別して，治安機能，防衛機能，経済機能，
文化機能に分けている。これらの4機能のうち国家にとって根本的かつ本質的
であるのは，治安機能と防衛機能の両者である。
先生は，多くの論者と異なって，あくまでそれらの国家機能を目的に理想化
することを排撃して，国家目的を説いておられる。治安機能は，国家目的とし
て，いかにも全成員の生命と財産などを保護する社会的秩序の維持安定化に役
立つに違いないが，必ず何んらかの階級的差別を伴う上下的地位の維持・安定
化であるはずである。防衛機能も外部からの社会的秩序の破壊に対して軍隊と
外交で自らの安全を防衛するのが国家目的であると言いながら，時には対外的
武力的侵略など対外的伸長が企てられている。経済機能も，成員の経済生活へ
の干与と統制，つまり，貨幣制度，租税制度，交通通信，産業統制及び生活保
障諸制度の設定推進を図る一方で，国民から何んらかの形で経済的搾取がなさ
れることは避けられない。文化機能も，教育，宗教，学問，芸術などの精神文
化に関する主として外部的な諸条件の設定とそれらの内容へ干渉するが，その
際直接的間接的に支配階級的イデオロギーの維持強化を随伴せざるを得ない。
近代国家の発展は次第に国家の経済的・文化的機能を拡大させているが，「今日
に及ぶ人類の根強い勢力意欲と利己的性格，なかんずくいまなお世界を支配し
つつある勢力関係的対立一一民族的対立と階級的対立一ーとが，国家の権力独
占を基底づけ，ただ一つこれを媒介として，経済的，文化的機能が次第に広く，
独占的権力の手にゆだねられざるをなくなっているJ経済政策の担い手である
国家の作用も目的も，まさにその国家の本質的連関から国家の本質的機能とそ
れに伴う権力独占的地位とに結びつけてのみ正しく理解できる事柄であると説
かれている。
(vi) 新しい社会事象を中心とした国家論による国家目的
国民主権国家論一一まず，「国民主権jとは，佐藤功教授によれば，「国家の
意思が構成される場合に，それを最終的に決定する最高の力という意味に用い
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られているコ国民主権国家論は，その意味の最高の力とその他の権利を憲法の
もとで保証された国民が民主主義の本質である多数決原理（majorityrule）に
基づいて経済政策の意思決定に関与する人々を投票で選出するので，国民の役
割は政府（ここでは国家）を作ることにあり，政権の担い手は国民投票に対す
る争奪を通じて政治権力を獲得するという民主的政治制度になっているという
考えであると言える。
国家独占資本主義論一一独占的な大資本の要求に基づく極めて巧妙な階級支
配の合理的な政策に，または階級闘争による急進的な改革に基づく国家形成の
考えであると言えるが，独占的な大資本が第一次世界体戦後の資本主義の全般
的危機に対応するために国家権力と結びつき，国家権力を強力に利用して資本
主義体制の諸矛盾を解き，この体制の補強を図ろうとした考え方である。この
考え方は各国の歴史的諸条件の相違を反映して異なった形態で具現している
（例。米国のニューデイール， ドイツやイタリアのファシズムなど）。その形態
は異なっていても，概して共通した国家目的は，財政・金融制度に対する国家
の経済機能強化とその基盤となる管理通貨制度の確立，民間部門の経済機能が
広範な面で国家権力の手への移行，国際的経済協力と経済援助に対する国家の
干渉などである。
福祉国家論一一これは，国家の超階級的で中立的・合理的な外面を前提にし
た上で，資本主義発展過程で生じてきた諸矛盾を地道な民主的勢力を結集して
自らの代表を議会に送り出し，漸進的平和裡に資本主義体制を改良しようとす
る考え方である。やはり各国の歴史的諸条件の相違によって異なる形態が創ら
れている（例。スウェーデンの北欧型福祉国家）。共通した国家目的としては，
高度な経済発展に基づく充実した社会保障制度の整備充実 政治的民主主義の
成熟促進などが見られる。
行政国家論一一これは，選挙で選ばれた国会議員が国家のすべての著しく専
門化した政策案の細固まで決定することはできないので，いわば行政専門家の
行政官僚から成り立つ官僚機構が立案・策定した政策案に頼らざるを得なくなっ
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ており，事実上の政治権力は政治家から委ねられた官僚機構が握っているとい
う考え方である。この考え方による国家目的は，国防，産業，社会保障，教育
などのあらゆる分野に積極的に干渉できる行政権の強大化に置かれている。
43) 
新産業国家論一一例。ガルプレイス（J.K. Galbraith）の新産業国家論己ガ
ルプレイスは，資本主義体制の高度な発展の背後に国家の体質までも徐々に変
質させている強大な大企業組織，軍事組織，官僚機構が形成されてきており，
これらの組織を事実上常に支配しているのはテクノクラートと呼ばれ，高度な
専門的知識と経験と才能を持った組織集団であることを指摘している。国家権
力の実際の保持者はそのようなパワー・エリートの集団的意思決定組織である
という考え方である口この考え方による国家目的は，資本主義経済の成長と安
定の持続化，経済発展，いわば生産者主権の維持強化であろう。
多元国家論一一多元主義的民主国家のもとでは，国家の経済政策の意思形成
を決定するのは，政府，議会（立法機関），行政機関所属の行政官僚，国民の参
加と行政の民主化を名目とした審議会や協議会などの公式的な経済政策の担い
4) 
手であり，北野説のような国家機能に基づく諸制度の設定とその効力であるこ
とはもちろんのこと，社会的諸勢力や利害関係を共通にする組織集団ないし結
合がいわゆる「圧力団体Jとして参加する間接的な影響であり，経済政策の見
えざる担い手として時には他の担い手の意思に反した政策決定に追い込むほど
の大きな影響を持つ「世論Jである。このように，現代の民主国家では経済政
策の担い手が政策案いかんによっては多元的に多数存在し，経済政策の意志決
定に複雑で総合的なしかも動態的な作用を及ぼしているという考え方ヤ多元国
家論であると言える。とりわけ，資本主義体制の発展と社会の複雑化の進展に
f半って経済政策の範囲が拡大し，多様化してきているため，組織集団ないし結
合がいわゆる圧力団体として活動する。この活動の際に，正常な政策活動や利
害調整ルールでは十分な思うような利益が得られない場合には，通常の政治制
度の枠外から経済の意思決定に影響を与えるために政府に圧力をかけ，個人で
は獲得できない利益を集団の力で追求することによって， 自己に有利な特殊利
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益を獲得しようとする。
このような圧力団体色桜井等至教授は四つに大別して，（i）団体的利益集団
（企業集団，業界の連合体，消費者団体，労働組合，共同組合，市民団体，宗教
団体などがそれぞれ利益追求のために組織した集団）, (i）制度的利益集団（議
会，行政機関，官僚，軍部などがそれぞれ利益を追求するために組織した集団），
(i）非団体的利益集団（血縁的集団，地域住民，地位別集団，階級集団などがそ
れぞれ利益を追求する非公式で断続的な集団），制無秩序集団（自然発生的な
大衆運動，デモ，暴動などのように，既存の社会的規範や制度的ルールの枠外
46) 
で無秩序的に集まったもの）に分けているが，この分け方は多元国家の政策決
定機構を確認する際に有用である。
なお，小論で、使っている用語の「団体jとは組織を持つ集団を指し，「組織」
とは常規的に案配配分された人々の協働の仕組みを指している。
いずれの国家論に基づく国家目的にしても，あらゆる場合に結びついた国家
目的は存在していないことがわかる。それでも，改めて国家の本質的機能に関
連した国家目的を整理する必要がある。この点について，例えば，ナヴイアス
キーは，「具体的で主観的な国家目的に関する限り，国家目的は異なり多種多様
であるが，ある特定の体系的秩序をもたらせる。この意味で，例えば，権力目
的，保護目的（国家の平和選択），法律目的（法律を維持できるかという懸念），
福祉目的（人々の経済的満足状態の救護），文化目的を区別できる］と考えて，
国家目的の一つの整理の仕方を示している。
まず，権力目的と法律目的についてO 国家は法律規範の総体であるとみなす
こともできる。統治権と国民は上位秩序と下位秩序の関係で結びつき，他国と
他の国民についても法的条件は共同生活のために創られる。文化目的と福祉目
的に関して，すなわち，国家の物理的，経済的，道義的，精神的，宗教的な生
活課題及び利益から守る国民の保護などは，経済に対する国家の関係を明白に
することである。国民の文化及び福祉の最良の広範な物質的基礎に対する助成
は，物的手段の創出と適用に結びつき，従って経済的関係の広がりと強弱に依
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存しているからである。そのため，国家は国民経済に及ぼす作用度を最適なも
のにしようとするが，この努力は国家の文化目的及び福祉目的の具体的な領域
に入ることである。
これらの目的を支えるのは，国家と経済，ひいては国家と経済・社会秩序と
の相互作用に基づく国家目的の設定である。特に，法律目的の実現を通じて法
秩序は国家，国民及び経済の内的相互関係を創り，経済の成長，安定及び発展
に対応する社会全体を構築する調整弁の役割を果たしている。
② 法的枠組みの形成
法律と経済の両者は広義の文化的領域の中で内的に結びついているのに，両
者は特定の法的経済的考察の必然性に関心を向けている。法律は経済生活を展
開させるための法的規範を規定するので，法律ば形式的な側面を整えている。
これに対して，経済はこの法的規範の内部に生じる物的・量的形成で表わされ
るものである。経済学の合意が特定の法秩序のもとで経済的実践を行うのに役
立てば，また法律と経済を目的論的なものとして多角的視野から考察すれば，
法律は物的なものすなわち経済を圧制する側面もあるであろう。経済が圧制さ
れるまでもなく，自制するのは，法的認識対象と同様に，経済的認識対象の存
在可能性が否定され，経済現象の物質的形成がその法的形成の形式的な要因を
提供する場合である。
さらに，法律と経済の両者の関係は本源的な法形成と経済外部の内在的合法
性も具体的な法的慣習の規範を越えて存在する。それに従えば，経済政策は本
質的には幾分かは法形成と法政策以外のものであることになる。法律は経済の
側から決定的な衝動を受ける場合が多い。このことはその時々の状況や事情に
ふさわしい法律を形成するための動機づけになるはずである。
国家は，経済的権力を集中させるために強権政策の手段として蘇生させ， ま
たその過程で法的な基礎づくりから進めて法形成を行う場合もある。このこと
はそれらの本源的な事実から含蓄のある重要な法的形成手段へ伸張しつつある
多数の経済組織から成り立つ「組織集団」ないし「結合」に集約されている。
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この集団ないし結合ほど法律と法形成が直接経済から生れるという主張の適切
さを見事に立証しているものはないと考える口
このように，国家による法的枠組みの形成は直接的間接的に経済， ひいては
経済政策に影響を及ぼしている側面が見受けられるので，法的枠組みの形成は
国家の重要な機能であることを改めて指摘できる。
(2) 国家権力と経済政策の担い手の権能
経済政策の担い手の権能ないし権勢は国家権力からも派生するものである。
国家権力は国家に本源的な支配権を与え，国家に連動する能力を与える。まさ
かの時には，国家権力は経済固有の合法性（例えば，価格メカニズムの発現）
を与える外的な権力を設定させる。国権の権能は，下位に階序づけられた機関
だけでなく，上位に階序づけられた機関に全権を委任できる場合もある。この
場合には，国家が担う経済政策の概念は強制法で飾りつけた非国家的な機関へ
も拡大されることになる。国家は経済政策の担い手として概念的には組織集団
ないし結合や個人で根拠づけられた国家行政の集合体として規定することもで
きる。その限りでは，国家は既述のように強制組織体あるいは権力組織体ない
し強制的結合として権威づけられるものである。従って，国家の経済政策活動
に関する研究が国家の法的に完全な権力の枠内で行われる場合には，国家の行
政組織である主務官庁の官僚や官僚機構にも拡張されることになる。
この点に関連して，経済政策の担い手である国家は非国家的機関の経済的課
題も実践するので，国家は公的機関（公社，公団など）あるいは民間の組織集
団ないし結合の活動にも当然役立っている。公的機関は自らの公的な課題を満
たすために好都合な経済的性格や権能を国家から与えられているからである。
公的機関のうち国家の監督を受けているものも，固有の責任を持ち， 自由で広
範な決定権をもっているからである。このことは，公的機関の活動分野の政策
決定では，社会的に強大なしかも強制的権能を持つ国家でさえも担い手となる
ことも強制手段を発動することもできない場合があることを表わしている。
現在の国家は，特有の強制手段を用いて根継ぎした経済政策活動を下位に階
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序づけられた主務官庁，特定の組織集団を その上民間企業関係や産業関係の
経済的結合（団体，連合会，協会，組合など）を国家の経済政策の副次的な担
い手とみなし，それに国家の意思と行政権をますます多く委託するようになっ
てきている。それによっていわば一つの橋が国家から非国家的組織である結合
（主としてカルテル［企業連合］，労働組合などの団体的利益集団）を形成しよ
うとする自律的な経済政策の担い手に架けられる。もちろん国家の存在はその
ような経済政策活動の中にも見受けられる。しかし，そのような公的な性格及
び準公的な性格を持つ多数の経済主体の共存はいわば経済政策の多頭政治にな
らないとも限らない。従って，様々な規則や公的機関の共演はできないし，国
家の経済政策の目的と手段は対立し，直属権能の競合とその管轄権の争奪及び
かなり分岐した諸施策に従って弱くなってくるであろう。
(3) 国家目的の設定と実践に伴う国家と経済との関係
国家は特有の国権で支えられ，国家の本質的機能から生じる国家目的に沿っ
て政策課題の実現に専念する。その際の政策的思慮判断は，既に述べたように，
経済機能に基づく経済目的のほかに，それ以外の治安目的や文化目的であり，
それに向けられる場合もある。国家は一般に同じ標準で計り得る尺度ないし基
準を持たないし，とりわけ経済政策の担い手の概念形成の視点からも実に多種
多様な側面が国家にはあるからである。
いかなる国家目的を設定し，それを実践するにしても，国家はいついかなる
状況下にあっても「経済」なくして存続できなくなっている。国家はどのよう
な経済を構築するのか。それは高次の段階の経済政策の担い手として採るべき
極めて重要な問題である。国家が最大の影響を与える経済政策の担い手として
計画どおりの経済的作用を及ぼすことを意図して経済政策活動を展開する場合
には，国家と経済との関係についてはあくまでも民主国家のもとで存在する経
済秩序や経済経過の内外の諸条件と諸状態から多方面にわたって一つ一つ明確
にしていく必要がある。ただし，国家の目的が経済目的の設定だけを含むので
あれば，国家と経済の関係があるのは当然のことであって ことさら単なる関
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係概念として識別する必要はない。
経済政策の担い手である国家の経済政策活動が経済人とも言える法人の活動
に類似している場合には，国家は下位に階序づけられるが，国家は単なる法人
ではないから，そうではなく，国家は最上位に階序づけられる強制組織体であ
り，国権を持つ権力組織体である。この組織体が果たす機能のうち，国家目的
の設定と実践に伴う国家と経済の関係が概して一致する場合がある。それは，
国家が法秩序を形成して多種多様な影響を与える「経済」においてなかんずく
生産と分配に対して大きな機能を果たしていることを直視すれば，国家と経済
とは一致する機能的領域が当然のことながらあるわけである。
(4) 国家と経済と形式的関連の可能性
そのようないわば「事後的なJ機能的領域がある以上は国家と経済との形式
的な関連性もあるはずである。 「形式的な関連性」というのは事後的な関連性
と理念的な関連性の二つの関連性を指している。
国家と経済との根本的である得る「事後的な」関連性は，純粋に常に経済的
必要性から生じるものであり，国家目的を熟慮した結果として生じてくるもの
である。
これに対して，国家と経済との根本的で「理念的な」関連性は，通例ある特
定の現行の社会規範や道義的政治原則の表現を用いて，時には世界観の表現で
あるという事情をさしあたり無視して，純粋に形式的技術的な尺度ないし基準
に応じて体系化されるべきものである。この体系化の企ては現状ではまだ十分
に整えられていないJ国家が時代の流れやその時々の経済情勢の中でどのよう
な方針や狙いで経済目的を設定するのか，それと同時に国家と経済とのその時々
の具体的な関連を形成するためにはいかなる社会的・経済的・文化的な原因が
内在しているのか，それらのことをまだ十分に確認していないからであろう。
それらの原因を純粋に量的な考察方法に基づいて突き止める場合に問題にすべ
きことは，両者に関連する経済的・経済外的な背後要因ではない。問題にすべ
きことは，国家と経済との相互間で上位にあるいは下位に階序づけられたか，
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国家が経済に及ぼす影響の範囲の大小及びその影響の効果の強弱がどのような
ものであるのか，そのどちらかであろう。どちらにしてもやはり問題となるの
は，国家と経済には根本的で「形式的な」関連性があり得ることとその体系的
秩序をいかにして明示するのかということである。
この明示の仕方については，私見で知る限り，三つの基本方式が考えられて
48) 
いる。それはマインホルトの基本方式である。マインホルトは国家と経済のそ
れぞれの階序づけの範時を純粋に形式的な基準を設けて，国家と経済との基礎
的な関係を既述の意味の「形式的な」関連性の有無に着眼点を置いて考察して
いる。その基本方式の説明にあたっては マインホルトの記述どおり一宇一句
そのままではなく，いつの場合でもそうであるが，両者の記述内容を客観的に
読み取り，主観を交えない私見の解釈によって説明する。
第一の基本方式は，国家が経済にまったく自主的性格を持たせず，経済は社
会現象として存在せず，国家と経済とが「相互に入り交じって」あるいは「相
互に混じって」存在するという方式において，国家が果たし得る義務ないし国
家的職能を明示する場合の方式である。
この方式に見られる国家と経済との「相互の入り交じり」は，経済が全く自
律的な性格を持たないため，国家と経済の本来の形式的な関連性は区分できな
い。まさに多種多様な部分現象において国家の一般的な行政組織に消えていく
ので，国家は自律を伴う経験対象としても自主的な認識対象としても存在して
いないことになる。その反面，国家は経済財を必要とするので， この点からみ
る限り，経済は幾分かは国家のふところに存在していることになる。
第二の基本方式は，経済が独創的な文化領域として存在し，経済以外の独特
の領域が明白に限定された社会現象として存在しながら社会的存在表明を行う
場合に，本来両者の領域の上位に階序づけられている国家がそれらの領域「相
互の聞にJ存在するという方式において，国家が果たし得る義務ないし国家的
職能を明示する場合の方式である。
この方式に見られる国家と経済との「混滑」は，「これまでのところJ，私見
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で解釈する限り，ケ）一般に国家の行政には経済的な部分現象を必ず、伴っている
こと，（イ）国家という大きな特有の強制組織体ないし権力組織体の中へ経済を機
能的に混入させ，遂には濃縮させていくこと，（ウ）経済はその固有の領域に閉じ
込められて封鎖されたままの生活領域から開放されて他の領域（例えば，法律，
政治，文化，宗教，広範な学問分野を含めた学術，国内外の諸事象など） とと
もに，国家の中に「混滑」させることによって，それぞれの領域が特徴を見失
わず自律的かつ自主的に存在することなどで表わされてきた。さらに，国家と
経済との「混j肴」は，「今までのところJ, 「封鎖的な所有機構の中であらゆる
小さなあるいは大きな飾いの勝手な共存からの立証及び権力の中心からの移行」
という概念的な事柄を摘出した特徴で表わされてきた。
しかし，「今後はjどうであろうか。国家と経済とがある特定の関連性を保ち
ながら，国家と経済とが混請した状態で一大複合体が創り出されると考えるこ
とができる。この複合体の中で，国家と経済とは相互に補完し合いながら，国
家の本質的機能を遂行するために必要な経済機能を整備充実させている。
このことを念頭に置いて，今後の国家をごく単純にみれば，既述の国家の本
質に関連して概念的かっ存在論的に区分できる。しかも，国家は強制組織体で
あるだけでなく，特有の様式を持つ社会的形成物であるともみなされ，実際そ
のように扱われている。国家にはこれまで国家それ自体の構成要素である経済
を何よりもまず国家機能遂行といういわば国家的職能の中に取り入れるという
性質がある。
前述の移行根拠，国家目的の設定などに関わる国家と経済との純粋に「形式
的なJ関連性にも上位の階序と下位の階序との関連性が生じてくる。経済国家
に対比して下位に階序づけられるものである。経済は国家機能からはっきりと
際立って見える自律を表わす自主的な経済特有の生活領域を持つが，あくまで
も国家のもとで存在し，国家目的を分類し，その目的に従属する性質を備えた
ものである。国家は経済を誘導し，指導し，活用するから，経済は国家に役立
つものでなければならない。
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第三の基本方式は，経済を国家と並んで自律させ，両者のそれぞれが自律的
で自主的ないわば相手役として「併存」あるいは「共存Jするという方式にお
いて，国家が果たし得る義務ないし国家的職能を明示する場合の方式であるD
この方式では，国家と経済との立場の逆転もあり得るし， どちらかと言えば，
本来国家に対比して副次的なあるいは第二次的な階序づけがなされている経済
の方が上位に階序づけられる場合も生じるかもしれない。
この方式に見られる国家と経済の「併存」あるいは「共存」は，「経済の自主
的特徴がむろん国家のありのままの公僕の役割から生じたことも，それを伴う
同等の権利を持つ相手役の内部成長を認めることであるコそれと同時に，国家
と経済との「共存」関係が形成され，両者は再び特有の認識価値を持つ純粋
「形式的な」関連性を共有する。この場合には，経済は政治的な大きな権力の様
式を求めて国家に立ち向かうが，国家に要求を指示し，国家とともに何かの取
り決めをする場合もあるであろう。この意味で，経済が国家の中の国家になる。
これは新たな「共存J関係を意味する。経済はその手段的性格を通じて経済的
目的を設定しようとし，国家と経済生活を支配するからである。その逆で，国
家が経済の支配者になっても，経済面から受けるリスクは大きい口経済は， ま
さかの場合には，国家の代役を立派に務め，従って国家の機能を遂行すること
ができる。
(5) 国家の経済政策上の二重の性格
国家と経済との関係は国家が行う経済政策活動における次の見方で捉えるこ
ともできると考える。国家は法秩序の形成を含む経済秩序政策の決定権を持つ
ことをまず第一に挙げることができるし，経済政策活動における中心的位置づ
けを占めていることも挙げることができる。このことは国家が経済政策活動に
おいて実は二重の性格を持つことから生じていると考える。
国家は特有の経済行為を通じて，特に民間経済の生産，分配，支出の三つの
過程や市場などへ直接介入するという規制や干渉を通じて，経済的権力もいか
にして得るかということも考慮した経済政策活動を展開している。この意味で，
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国家の経済政策活動は経済政策の目的実現を目指した政策手段の選択と実践に
おける国家の法的決定の担い手を支援するだけでなく，その他の決定（経済政
策の手段ともなること，例えば，財政投融資の資金の貸付や管理）に携わる担
い手も支援している。
さらに，国家は経済活動すなわち財政及び金融を司っている。財政と金融は
国家の経済政策の目的設定と手段選択・投入に関わる根本領域である。この根
本領域において国家は次の少なくとも四つの基本的な方法で、財政と金融を司っ
ている。
①財政の方法は，強制的な方法（例。徴税）である。租税の徴収は，通常
の市場取引のような反対給付なしに，国家の強権力を行使して，国民所得（個
人所得，法人所得，個人業種所得などの集計額）の一部を所得税，法人税，消
費税などの租税の形態で民間部門から国家（政府部門）へ移転させたものであ
る。また，その強権力によって国家から民間部門へ所得の再分配をしている。
国家のそのような経済的干渉の役割の増大に伴い，財政政策の各施策は民間部
門の経済主体の意思形成及び関連様式にますます大きな影響を及ぼすようになっ
てきている口しかし，公共部門の割合が増大していても，現行の租税制度や予
算制度などを含めた財政構造の中では，国家が財政政策を有効に作用させる場
合は限定されている。
②金融政策の基本的な方法は，公定歩合政策，公開市場操作，支払準備率
政策を通じて，一国全体の流通性を，従って貨幣需給量の調節を図る点に見ら
れる。金融構造を基底とし，その時々の金融情勢を勘案しながら，国家が国債
管理政策の進め方も含めた金融政策を有効に作用させる場合も制約されている。
③公営企業の基本的経営方法は，経済政策的にみれば，市場構造と競争関
係の変化を促進させることである。国家は法的権力も経済的権力も行使して，
「市場構造」における公営企業の「市場行動」を秩序づけ，「市場成果jを獲得
させるために，公営企業の競争を規制し，逆に促進する。このような国家の
「産業組織政策Jを経済経過政策に関与してみれば，国家の政治権力は国庫を司
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るという経済的権力によって高くなりすぎている。両者の権力の位置づけは相
互に補完され，強化されている。それらの権力が国家を他のあらゆる経済政策
の担い手の中で最大の担い手にさせているからである。そうであればこそ，国
家はその経済政策上の二重の性格を持つ経済的権力を主として経済秩序と経済
経過において発揮し，その時々の経済経過に的確で持続的な作用を及ぼすこと
ができるのである。
④ 国家の財政・金融政策の基本的方法は，それらの諸制度や諸法律などと
関連して，地方財政のみならず，民間部門の経済活動に多大の影響を及ぼして
いることは改めて指摘するまでもないことである。
4 国家の経済政策活動の秩序機構
国家は経済政策活動を実践するのに好都合な秩序を確立し，その秩序を維持
する組織を創らなければならない。国家は，いまや単一の構成物ないし社会的
形成物ではなく，経済政策活動の多様な機能の実現を委託した権力装置と化し
ていると言っても過言ではない口この権力装置は，機能的にというよりはむし
ろ部局的に組織されている。 「部局的に組織されている」とは，国家には最上
位に階序づけられた国家に従属した部分領域，すなわち，地方（市町村，区，
都道府県），広域圏，区域，共同体及び共同体の結合などがあるということであ
る。 「機能的に組織されている」ことは，既述のように，立法，司法，行政の
権限領域に区分されているということであるD さらに，国家は特定の課題を実
現させるために，経済領域で大多数の公的・法的団体，機関，公共施設（例え
ば，日銀のような金融の中心的役割を果たす中央銀行，公的・法的に認可され
た各県の信用協会などのほか，運輸・通信などの施設を含めた公共財など）を
イ乍っている。これらは公的機能を含めた経済の自己管理を行うためのいわば準
国家的な性格を持つ機関である。
国家行政組織の構造をみれば，重要な経済政策活動というものは行政組織の
所管内で実践されている。高次な法律も関係官庁に全権を委任できる。この経
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済政策活動の中央集権化あるいは地方分権化の範囲と形式は当該機関の権限を
確定し，特定の政策的競合に関わる問題点を提示するものである。
その経済政策活動の範囲と程度は，社会秩序の形成と統合から成り立った政
治的秩序によって限定されている口この政治的秩序はいわば「権力関係のシス
テム」を表わしている。このシステムないし政治構造を支える秩序機構におい
て，シュナイダァの表現を借りれば，経済政策の担い手であり，経済的権力を
持つ俳優（経済政策の担い手ともなるが，国家ではないという意味）が議会，
政府及び行政に影響を及ぼすことができる限り，国家の経済政策活動の範囲と
程度は民主的な共同決定の程度に依存し 憲法をはじめ，諸法制のもとで成り
立つ国家の秩序や社会秩序における実際の分権構造いかんによって決まる。
5 国際的ないし超国家的な経済政策の担い手
今日ほど国際的ないし超国家的な経済政策の担い手の政策決定が各国の経済
政策に極めて大きな影響と制約を与えている時代はない。国連（UN.The Un-
ited Nationsの略。 1950年創設）， 1992年の討議では知的所有権も含めた多角
的な協議で注目を浴びているウルグアイ・ラウンドに見られるガット（GATT.
The General Agreement on Tariffs and Tradeの略。貿易と関税に関する一般
協定），世界経済のブロック化とも関わるEC(European Communityの略。ヨー
ロッパ共同体）, IMF (The International Monetary Fundの略。国際通貨基金。
1944年創設） , OECD (The Organization for Economic Cooperation and 
Developmentの略。経済協力開発機構。 1961年発足）, ILO (The International 
Labor Organizationの略。国際労働機関。 1919年発足）, OPEC (The Organization 
of Petroleum Exporting Countriesの略。石油輸出国機構。 1960年発足）など
の政策活動と政策決定は各国の経済政策に極めて重大な影響を与えているから
である。
国際的ないし超国家的な経済政策の多数の担い手は，国家という枠組みを越
えた領域のむつかしい政策問題を扱っている。その担い手は，世界の政治や経
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済と密接に結びついた決定機構や調整機構として極めて重要な役割を粘り強く
果たしている口この役割は，その多数の担い手間の権力的地位に基づく政策決
定の相違点や共通点だけでなく，政策効果の波及可能性なども勘案すること
によって，ますます明白に認五哉できるようになる。
しかし，その役割は各国の政治秩序，経済・社会秩序の政策的な権力構造か
らも制約されていることも当然のことながら知っておく必要がある。
以上は，経済政策の担い手である国家に関する考察である。次の節では，現
代の民主国家における多元社会の中で生まれ，場合によっては経済政策の担い
手ともなる組織集団ないし結合について考察する。
第3節経済政策の担い手ともなる組織集団ないし結合
「組織集団」も民主国家のある情勢や状況のもとでは十分に経済政策の担い
手になり得る性格を持っており，権力集団や利益集団にもなる一つの「結合」
である。この組織集団ないし結合とは何か，どの活動分野でいかなる機能を果
たしながら経済政策の意思形成に関わっているのか。
この点については，次の方法論で記述している。まず第一に，組織集団ない
し結合の概念を規定し，その活動分野の類型，機能及び影響を考える。第二に，
組織手段ないし結合の中でも重要な経済的結合の概念とその扱い方，類型及び
機能を吟味・検討する。第三に，経済政策の意思形成に関わる結合の役割と影
響を考える。
l 組織集団ないし結合の概念，活動分野，機能及び経済政策への影響
(1）組織集団ないし結合の概念
組織集団ないし結合は，個別経済主体と国家権力との聞に中間権力ないし積
極的な仲介役として存在するD この概念は規範的な解釈や法論理的な解釈から
得られたものではない。それは単純な社会学的・法的実情から，すなわち，あ
る組織の枠内にいる集団が特定の利益を公開した形で何か特定の影響を与えよ
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うとするということから得られた概念である。
そのような組織手段と経済主体とはいかにして結びつくのであろうか。この
点について詳論しているのは，例えば，ヴェルナァ（J.H. Werner）である。
ヴェルナァによれば，その結びつきには二つの動機が決定的な影響を与えてい
る？一つは，組織集団の成員の外的地位の同等性，すなわち，職業・業務，身
分地位，営業場所・仕事場所・勤務先，出身校・学校などが同じであるという
動機である。もう一つは，組織集団形成の基礎を表わす利益追求の同等性とい
う動機である。
組織集団ないし結合が要求する利益は，もっぱら経済的に合理的な目的設定
を論じるためではなくて，純粋の経済的利益も成員に共同決定される利益であ
る。この経済的利益は，経済的目的だけから決定されず，組織集団ないし結合
の時間的次元の展開過程で変化するものである。
(2）組織集団ないし結合の活動分野
経済政策活動の視点からみた場合，組織集団ないし結合はどのような要因か
ら形成されるのであろうか。組織集団ないし結合では，封鎖的な活動において
この集団ないし結合の成員になる前の個人は同じ目的を持つ利害関係者の組織
を共同行動に結びつける傾向がある。この組織集団ないし結合の主要目的は社
会保障並ぴに成員の所得改善を要求しようとすることである。
組織集団ないし結合はその基本的な目的設定を二つの活動分野，すなわち，
内的活動分野と外的活動分野で実現させようとする。
組織集団ないし結合の内的活動分野では，成員の能力を求め，競争力の強化
を図ろうとすることがその活動分野の核心にある。組織集団内ないし結合内の
競争やその他の緊張状態から生じる競合に打ち勝つためには，その「内部機能J
に成員間の利益均等も一つの要因として入る。
これに対して，組織集団ないし結合の外的活動分野では，例えば，国民所得
を分配する場合，この集団ないし結合の成員に有利な影響を与えるような多様
な努力が払われる。
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どちらの活動分野にしても，経済的利益を追求するという明確な目的意識を
持った組織ないし結合の原則は貫かれるべきである。
(3) 組織集団ないし結合の類型
経済政策の担い手には，既述のように，国家以外のものとして多種多様な組
織集団ないし結合がある。これらの組織集団ないし結合の活動様式は連合的，
団体的であるが，国家のような強制法を持たないので，国権ないし主権を持た
ない。そのため，その集団ないし結合はその経済政策活動において無造作に私
法の形式でも存在できる。このことが多種多様な組織集団ないし結合，従って
その類型を生み出すーっの理由になっている。
どのような類型が提示されているのであろうか。ここで，代表的な論者の見
解に基づいて組織集団ないし結合の類型を一覧表に掲げれば，表2ー1で示す
ことカすで、きる。
この表のうち特色のある組織集団ないし結合について吟味するとともに，各
論者に共通して取り上げられている組織集団ないし結合について吟味する。
前者の組織集団ないし結合は，マインホルトが類型化した「強制的結合jと
「自由結合Jであり，ラーメイァが類型化した「公式結合」と「非公式結合Jで
ある。後者の組織集団ないし結合は，「市場結合J，「経済的結合j，「利益結合」
である。これらの類型は概念的にどこに相違点があり，特徴があるのであろう
か。また，それらの集団ないし結合に対して国家はどのような行動に出るので
あろうか。
① 強制的結合
マインホルトは，組織集団ないし結合の類型基準を高次の強制，すなわち，
強制的構成権と強制様式の創設，逆にその廃止，国家の承諾による集結などに
関）
おいて決まる経済的な組織様式を「強制的結合」と名づけている。この結合は，
高度な権限を持ち，市場過程においてほどよく適度な市場関与を伴う社会的経
済的な結合である。この種の結合は，結合の目的と構成に応じて公的性格を持
ち，高次の強制法を持って公的側面で全権を委任した課題を満たすように活動
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表2-1 組織集団ないし結合の類型
マインホルト（1955) 強制的結合，自由結合，市場結合，経済的結合
ヴェルナァ（1957) 経済的結合
ホッフマン（1958) 経済的結合
ギールシュ（1961) 市場結合，経済的結合
トゥーフトフェルト（1962) 連合会・会議所など，狭義の経済的結合，市場結合
市場結合合，，労消働費者の結合，経営者の結合a専門結合合， 
ゼラフィーム（1963) 職能結合 者の結合，その他の結合，国際的結
非公式結
ヴァイベルト（1964) 非経済的利益結合，経済的利益結合
オーム（1965) 市場結合，経済的結合
ブリュームレ（1965) 市場結合，経済的結合
シュナイダァ（1967) 市場結合，経済的結合
メーラァ（1970) 市場結合，経済的結合
ツイツン（1970) 利益結合，企業結合
ブユツヒャァ（1973) 経済的結合，その他の結合
クラインヘンツ (1973) 利益結合
ラーメイァ（1974) 公式結合，非公式結合
アルニム（1974) 経済的結合
シャツハトシャーベル（1975)
経済的結合（専門結合，地域結合），市場結合，
労働市場結合
ヴイットマン（1976) 利益結合
ピュッツ（1979) 利益結合，経済的結合，労働市場結合
資料：小論の注の文献により作成。（ ）内の数字は著作の公表年を示している。
するものである。この場合，国家はそのような結合を強制的に支配する一方で，
権限の全権委任を与える。
また，この結合も特有の委任された作用範囲つまり機能範囲を持ちながら自
己管理を行うことを問題視しておく必要がある。
② 自由結合
マインホルトは，組織集団ないし結合の組織様式が自由な結合形成，すなわ
ち，自発的な共同結合，私的な組織などの原則を類型基準にして決まる結合を
54) 
「自由結合jと名づけている。この結合は非国家的な自由な組織集団ないし結合
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から形成されるものである。この種の結合は，民法上の個人あるいは他の経済
的な決定主体のように一つの法律に基づく組織において権限を付与され，「特定
の経済的参加の利益に気づき，自明のことながら高次の担い手の行動によって
影響を被っても，社会経済的な結合は自律した結合の枠内で成員に従って形成
されるうものである。これによって，この結合はどのような機能も引き受けな
いような課題を解決しようとする積極性がある。
③公式結合
ラーメイァは，シュナイダァの経済政策の担い手の概念に基づいて，「公式結
56) 
合Jとは「政治領域及び行政領域において決定を行う担い手」すなわち議会，
政府（国家の意味），行政機関（主務官庁あるいは当該官庁の官僚）であると理
解している：この公式結合は，政治的性格の権力を根底に置いたものであり，
高度に行政的でもある。
④ 非公式結合
ラーメイァが類型化し，このように名づけた「非公式結合」は， 自己の結合
58) 
の利益の組織化を図り，経済社会全体の重要な決定を行う権力を持っている。
そのため，公式結合の担い手に何んらかの影響を与えることができる。
⑤市場結合
この市場結合を組織集団ないし結合の類型の一つに挙げているのは，表2-
lのように，マインホルト，オーム，プリュームレなどである。各論者のこの
結合概念には若干の相違はあるが，概して次のような概念になっていると思わ
れる。
経済経過への間接的でほどよく部分的な市場関与を行うという視点を類別基
準にすれば，経済的な様々な結合，つまり，市場結合と経済的ないし社会政
策的な結合すなわち経済的結合とに区別できる。市場結合は， この結合の利益
が市場当事者の組織づくり，すなわち，生産物市場あるいは要素市場の形成の
際に表面化するものである。この種の結合は，両市場において民間経済の機能
を果たす経営活動，多数の市場参加者が同等な状況に置かれた「勢力Jなどを
一58(342）一
把握して，重要な共通事項や共通の課題を認識する場合に捉えることができる
ω） 
ものである。このような市場ルールや価格ルールのもとで存在する結合（カル
テル，協同組合，市場当事者の組織， トラスト，シンジケート，経営者協会，
経営者の連合会，労働組合など）は，一般的な経済政策活動の作用様式つまり
機能を広げるし，それと同時に経済政策の担い手の性格を持っている。このこ
とは，長い閥解き明かされ，説明されてきたことである。市場結合が市場に影
響を与える施策は常に経済全体に対しても意義を持つからである。また， この
市場結合の特有の市場成果いかんは国家の経済政策に大きく依存しているから，
国家の経済政策はこの結合に直接何んらかの影響を及ぼしそうである。この意
味で，この種の多数の結合特有の競争闘争は権力的なしかも経済的な手段があ
る場合に続いていきそうである。
⑥経済的結合
この経済的結合については，第3節の 2で明らかにしている。
⑦ 利益結合
この利益結合は表2-lのような論者が名づけたものである。やはりその概
念には若干の相違はあるが，ここでは，次のような説明で表わすことができる。
この利益結合は権力集団であるので，公共の福祉を目指した経済政策の担い
手でもあるが，特殊な集団の利益を目指すかどうかを類型基準）とすれば， この
基準に基づく担い手は「利益結合jを形成するものと考える。この結合は多種
多様な目的を持っているが，目的の一つに利益があるわけである。この場合の
利益とは，究極的にはこの結合に有利な所得及び所得再分配の取得のことであ
る。この意味で，「この種の結合は自己の要求が結果的に公共の利益に合致するJ)
場合が多い。例えば，この利益結合には，労働組合や企業結合がある。労働力
を提供する労働者結合（例。労働組合）と対立する経営者の結合ないし企業結
合は，企業の連合集団までも形成させる。
この利益結合は特定の経済政策活動の中で何を共通にするかによってこの結
合の強弱が現われてくる。前途の利益の獲得こそが究極的なしかも比較的単純
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な共通事項である。しかし，この共通の課題もこの結合で権力を持つ者が成員
を支配する場合には利益結合形成の意味がなくなる。
その形成をもたらせようとする要因は，何よりも成員が共通の利益を組織化
することであり，多元社会における国家の経済政策活動までもこの結合の活動
に役立てることであろう D
ここで，先ほどのヴァイベルトの概念に戻れば，ヴァイベルトは「非経済的
結合」には宗教的結合（通常の言葉では，宗教団体），文化的結合（同，文化団
体），政治的結合（同，政党など）を例示し，「経済的利益結合」には職業的結
合（向，各種の職能別組合など），専門的結合（手工業の組合，農業関係の組合
など），労働者の結合，市場結合（組合，カルテル，シンジケート）及び消費者
63) 
の結合（同，消費者協同組合）を例として挙げている。
いずれにしても，この種の結合が国家の経済政策活動に何らかの影響を与え
ることは明白である。それは民主的な規定の補充や増補となることを暗示して
いるからである。
このような結合が組織集団として設定した共通の目的を効果的に達成するた
めには，様々な多数の結合がそれぞれ「どのような機能を発揮して活動するの
か」を根底から意識し，実際に国家以外の経済政策の担い手として行動してい
くことこそ肝要なことである。
(4) 組織集団ないし結合の機能
組織集団ないし結合の機能すなわち作用様式は，経済政策活動において最も
問題視されることである。組織集団ないし結合の機能については，少なくとも
四つの機能，すなわち，①社会的機能，②専門的機能，③私経済的機能，④経
済政策的機能があると考える。
① 組織集団ないし結合の社会的機能
組織集団ないし結合の社会的機能は，成員あるいは個人の合法的ニーズに対
応し，同じ経済外的利益があって専門的な利益ではなく，あるいは同じ運命に
出会っている他の人々を「価値合理的な動態的理由から組織的に接合すること
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))4) 
に対応するものである o~
② 組織集団ないし結合の専門的機能
この専門的機能は，組織集団ないし結合の「成員の職業的ニーズあるいは職
業外的教育，広範な教育及びこの集団ないし結合固有の機関による専門に精通
65) 
した情報に基づく機能である。J
③ 組織集団ないし結合の私経済的機能
この私経済的機能は， トゥーフトフェルト（E.Tuchtfeldt）が定義したとお
飴）
り，「合目的的に組織された個人を集団ないし結合に含めた場合の機能である。」
この個人というのは，「共同社会での行動を通じて十分な作用様式すなわち機能
を発現させ，他人に認めさせる目的設定を持ち，この目的に見合った利益に関
わる個人である。」市場経済の秩序体制内では，経済的成果の保証とその増大に
利害関係を持つ市場の調整機構が存在していることこそ重要である。特に，そ
の調整機構において組織集団ないし結合の成員が市場ルールや価格ルールに及
ぼす作用様式すなわち機能が重要である。組織集団ないし結合の成員の自助方
策（経済的機能の行使を除いた方策。例えば，理想的な形態では，協同組合，
労働組合の結成がある。）に対して，そのような利益集団が内的・外的活躍分野
で活動的であれば，市場秩序的機能と非経済政策的機能を書き加えるにすぎな
い。経済政策活動への移行は通常の場合流動的で、ある。このことは経済現象の
相互依存性に伴って市場に影響を与える方策が経済全体の作用様式すなわち機
能を完結させることを意味する。
そのような利益集団は大抵の場合，管理された「目的結合」ゃ「市場結合」
（例。カルテル，組合，労働組合，企業組合，その他の市場当事者の組織）で
ある。これらの結合は競争を制限できるとともに，経済政策の担い手（シュナ
イダァの表現では，俳優）の性格を持っている。このことはマインホルトの考
究によれば，つまり経済政策的多元論及び政策目的と政策手段との調整の課題
臼）
に関する分析によれば，明らかなことである口とりわけ，その二重の機能の性
格が経済領域と政治領域において相互に補充しながら措置を講じる政治的経済
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的混合物（既述の表現では，国家と経済との「混滑J）に従っているいわゆる
「経済的結合」に具現されている！まさにヴエルナア（J.Werr 
ように，「それぞれの経済的結合は，純粋の経済的な機関と同様に，極めて社会
的政治的な機関を形成する。」
④組織集団ないし結合の経済政策的機能
この機能は，メーラァが指摘したとおり，「国家の経済政策活動の共同決定を
目指すものであり，一つの問題を提起する7Jものである。つまり，組織集団な
いし結合の経済政策活動は成員の「意識の存在状態」が強化され，実現する場
合には，一つの可変的要素になるということが問題となるのである。そのため，
経済政策の担い手ともなる組織集団ないし結合の機能をさらに詳しく把握し，
もつれた「機能の束」を解きほぐそうと努力すべきである。
さらに，その機能を果たそうとする組織集団（例えば，政府，行政，議会，
政党などの経済政策的な結合が該当する。）は民主的な共同決定の枠内で集団化
し，利益を追求する場合には何らかの影響と権力を行使しようとしている：こ
のことも問題となるのである。この問題の場合，例えば， カイザァ（J.K. Kaiser) 
は「組織された利益を認める『差出人ij，すなわち，利益集団のことを考慮し
ている。
そうであるとすれば，次に問題視することは，組織集団ないし結合の経済政
策的機能を分析する場合には，何を検討すべきであるかということである。
そのためには，組織集団ないし結合の内部の活動範囲を検討すべきであると
考える。この内部の活動範囲を決めるのは，何よりもまず，内部の利益均等を
図ろうとする多種多様な機能であると考える。この内部の利益均等があるから
こそ，この集団ないし結合の成員の願望や要請が漉過され，前もって秩序づけ
られるからである口このことからこの集団ないし結合の利益を決める経済政策
の目的計画を定式化することができるはずである。この点については， トゥー
フトフェルトによれば，四つの機能，すなわち，（i）調整機能，（i）内部解明機能，
（山）情報機能，判権力政策的機能のあることがわかる。
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(i) 組織集団ないし結合の調整機能
この調整機能の場合，二つのことが重要である。一つは，組織集団ないし結
合の見地からみれば，個々の成員の余りにも急進的な要求は除去するというこ
とである。もう一つは，政治権力に基づいて「穿徹力を与えるうために，換言
すれば，組織集団ないし結合の成員の集団意志や集団的利益を形成し，従って
成員が利益意識と行動する意思を持っているのか否かを確認しようとするため
に，成員が持っている多種多様な手段を駆使して個々の利益を急進的に要求す
るということである。
この場合の集団指導にあたっては，成員の要求の階序づけを確認する必要が
あるので，この実質的な好機を実現させなければならないという課題がある。
また，集団指導はその要求を処理する場合に行うので，行動戦術は活動範囲が
十分に与えられている。このような内的調整化とともに，場合によっては同等
な利益を要求する他の地域の組織集団ないし結合の成員と連携を図る方策によっ
て行う外からの調整は，中心的な役割を果たす組織集団ないし結合に密接に結
びつけることができる。
(i) 組織集団ないし結合の内部解明機能
組織集団ないし結合の成員は，特定の政策手段のあり得る作用様式すなわち
機能についても場合によっては核心に触れたことも十分な説明を受けておく必
要がある。集団指導の際にこの機能を認識する場合に，利益に限界のある領域
で陳述の客観性という問題が起これば，利益の要求を実現しようとした意図も
方策も最終的には意識して変えざるを得ない。
また，その集団ないし結合の形成理由や存在意義を情報メディアである新聞，
雑誌，テレビ，ラジオなどを用いて「世論」に知らせることも，内部解明機能
を発揮することである。成員は情報メディアから間接的にそれらのことを知る
ことができるからである。
この機能を果たそうとしても，果たせない場合がある。例えば，集団エゴや
結合エゴのような動機をいくら世論に開陳しようとしても，それは論外である。
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また，成員にとって内部解明機能が果たされていると思えても，実は利益の要
求という組織集団ないし結合の目的が巧みにそらされている場合もある。この
事情を，例えば， トゥーフトフェルトは「遮蔽イデオロギ－J （覆い隠されてさ
えぎられた観念）の問題と捉えている。
(i) 組織集団ないし結合の情報機能
この情報機能は，「法律案，行政秩序などの計画を経済政策段階に移す場合の
機能である。」経済政策の担い手は，その情報を成員や現実の社会や経済から知
る場合が多い。成員の割合を操作したい政党，政府及び行政活動からは滅多に
知らないことは明白である。
この情報は官庁統計，国家（ここでは政府の意味），行政などの活動から得る
場合もある。この場合は，経済政策の担い手ともなる組織集団ないし結合がそ
の政策の意思形成や政策決定の際の判断根拠を他に任せている場合であり， 自
己に足りないものを他から補充している場合である。
このようないわば外的決定者の活動に注視すれば，情報機能は陳述の客観性
という問題に関わるものとして決して無視できない。
(iv) 組織集団ないし結合の権力政策的機能
国家の何かの経済政策の決定段階では，組織集団ないし結合は「権力政策的
機能を発揮することができるoJこの機能は，その適用範囲が多少奇妙な公開性
の意識で強要した活動の範囲であれば，十分発揮できたことになると言われて
いる。この活動の事例には，組織的な意志のあるデモ，このデモには政治スト
ライキのような政治的圧力の行使などが該当する。
この権力政策的な作用度の大小を左右する用語として，「利益集団Jあるいは
その集団などを包括した概念である「圧力団体」が使われている場合が少なく
ない。その作用度の決定要因は，利益集団の（対成員数，（イ）財政カ，（ウ）公開
性の作用，（エ）場合によっては市場力，（別組織緊張度，（カ）結合意識などである。
この機能を発揮させるために行動する最も基本的な担い手は，利益集団の成
員とその指導者である。その際，世論の盛り上がりが役立つ場合もある。その
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指導者は自己の利益集団に対する国家の干渉を有利に運ぶために，あるいはそ
の干渉に影響を与えるために様々な形態の行動戦術を案出し，それを使ってい
る。
このことは公開された行政領域でも生じている。
さらに，いわゆるロピイストがいる。ロピイストの活動も権力政策的機能に
関わっている。現実では，関わる以上の影響を国家の経済政策の意思形成や政
策決定に与えていることは否定できない。ロピイストの行動は国家（ここでは
政府の意味）の代表者や立法府の議員に向けられている。彼らは，一方では経
済政策の特定の施策を実施し，他方ではその施策を妨害し，修正するために，
初）
政党の決定的な意思形成機関に影響を与えようとする。
5 組織集団ないし結合の経済政策への影響
組織集団ないし結合の機能は，それが中心的な不可欠の機能であれ，補助的
な機能であれ，経済政策に持続的な影響を与えることができる。その前提とし
て，組織集団ないし結合が利益集団である場合には，利益集団が民主的に構成
されていなければならない。そうでなければ，利益集団の「見解表明と政策は
通常それらを通じて現われる仲間の利益を一度も正確に反映しないで， とりわ
け利益集団の内部を支配している人物の利益を反映する」ことになるからであ
る。そのため，組織集団ないし結合の機能は経済政策的な決定要因だけでなく，
むしろこの集団ないし結合の複雑な行動構造やそのほかの動機（心理学的熟考
から得られる動機など）も，何よりもその政治的社会学的性格も決定要因となっ
て決まるものである。
組織集団ないし結合の目的設定は，一般に「本源的目的や副次的目的の短期
的な階序づけjやそれらの目的の組合せに基づいて，自己の集団ないし結合の
83) 
利益実現を図ることに向けられている。
しかし，組織集団ないし結合が経済政策上の利益代表者として国家の経済政
策の意思形成や政策決定に影響を与える場合も増えてきてはいるが，現状では
どの組織集団ないし結合もまだ決定的な大きな影響を与えるまでには至ってい
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ない。
2 経済的結合の概念，扱い方，類型及び機能
組織集団ないし結合の類型（表2-l参照）の中でも「経済的結合」は重要
な結合であるから，特に取り上げて考究する。この経済的結合については，次
の方法論的記述で説明できると考える。第一に，経済的結合の概念とその扱い
方を吟味する。第二に，経済的結合が経済的目的を達成できるかどうかを検討
する。第三に，経済的結合の類型を吟味・検討する。第四に，その機能を吟味・
検討する。第五に，若干の類型についてのみ問題点を指摘する口
(1）経済的結合の概念とその扱い方
経済的結合の概念とその扱い方については，まだ一つの概念で定められ，扱
ω） 
われていない。ピュッツを除いて，マインホルト，ヴェルナァ，ギールシュ，トゥー
フトフェルト，ゼラフィーム，ヴァイベルトなどの大抵の論者は経済政策の担
い手の問題をはっきりと肯定しており，もちろん前提に関しては様々な見解を
提示している。特に，多数の実際の経済的結合あるいはあり得る経済的結合の
類別とその概念的な体系化については，多くの類型基準に依拠してなされてい
る。経済的結合は多様な類型で表わされており，どちらかと言えば混合型であ
ることが多い。
マインホルトは，「経済的結合が自由な経済秩序に基づいてのみ形成されるも
のであって，仲介的な権力として政治権力を行使して組織的利益を要求する特
ω 
定の集団である」と概念規定している。この結合は経済政策の担い手を数多く
増やすことになるので，国家及び様々な多数の組織ないし結合が存在するとい
う意味で，経済政策の多頭政治は経済政策活動の客観的な課題があるからこそ
存在することになる。
この種の結合が及ぼす「経済政策活動の作用範囲は，経済的な観察とありの
ままの事実認識を前提としてはじめて設定できる。この結合は権力に満ちてい
るjが，その決定に関してみれば，国家の法的責任を負ったいかなる経済政策
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的な単一化も区分し，従って市場当事者の組織を区分する特定の利益を保持す
るための結合である。
この経済的結合は市場の外部で作用するので，この結合は当然個別経済主体
の特定の地位で経済的限界と結びついている。
さらに，この結合は，他の類型の結合とは異なり，国家権力に相対する真の
関係を持っている。この結合はその利益の保護に役立つており，国家にあらゆ
る種類の圧力をかけ，国家の経済政策の決定の成立に関与している。この結合
をその関与にも関わる政治的構成物とみなした場合，この結合は影響と権力を
求めるものになる。事実上「この結合は・・・経済政策において・・・国家の
法律設定と行政行為への影響によって，世論の計画的な扱い方によっても，他
の利益組織を伴う経済政策的な出発によっても，国家の経済政策における共同
決定を圧迫する。しかし，このことはその干渉を促進する行動であり，経済的
結合の私経済的機能に対比して法的には規制されず，あるいは限界もない口
この意味で，経済的結合は経済全体の法的・社会的組織の範囲内にまで届いて
いる。Jそれによって，この結合は既述のような経済政策的でしかも社会政策的
な性格を持つに至り，秩序機能の担い手にもなり得ると考える。
マインホルトと同様に，ギールシュやトゥーフトフェルトは，経済的結合が
経済政策の作用様式つまり機能を広げる経済政策の担い手にもなり得るという
見解を主張する。これらの論者は，その作用様式の基準を経済的結合が何かの
政策を決定し，実行した結果として生じる公的な活動いかんに置いている。
鈎）
ゼラフイームとオームは，経済的結合の活動の仕方について陳述を区別する。
94) 
ゼラフイームは，「最上位の担い手の経済政策活動を捉えるj結合，すなわち，
国家の経済政策が影響を与える経済的結合を担い手と名づける。オームは経済
的結合を国家の経済政策に影響を与える活動を経済政策として捉えず，「経済行
為の範囲外に広がる活動，経済計画の提出と実行によってJのみ影響を与える
べきであると考えている。
マインホルト，ギールシュ，ヴェルナァに対JI：して，ゼラフイームとオーム
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の見解は「市場結合は経済全体の経済経過の予件の範囲内で価格機構の成果に
96）釘）
影響を与えるjので，換言すれば，市場結合に共通な経済行為を行うので，市
場結合については経済政策の担い手とは呼ばないというものである。
（未完）
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